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研究成果の概要（和文）：(1)免震層と一般層の両方に設置する制震ダンパーの複合的効果により，免震層に生じる最
大層間変位と，一般層に生じる最大層間変位および最大絶対加速度を，通常の免震構造に比べて大幅に抑制できる「複
合制震ダンパーを用いた免震構造」を提案し，その基本特性を明らかにするとともに，構造設計の基本方針を提案した
．
(2)基礎免震建物の一般層の一つの層を新たにもう一つの免震層とし，複数の免震層に変形を分散させることによって
長周期地震動に対する免震層の過大な変形を抑制することが可能な「多段免震構造」を提案し，その基本特性を明らか
にするとともに，二つの免震層の構造設計法を提案した．

研究成果の概要（英文）：Two new seismic isolation systems for long-period earthquake are proposed. The 
first is a seismic isolation system using hybrid aseismic dampers installed into isolation story and 
isolated stories. The second is a multiple isolation system having two or more isolation stories. Basic 
characteristics of the proposed seismic systems are disclosed by theoretical study on simplified models 
of the systems. Response reduction effect to long-period earthquakes compared with normal base-isolation 
system is verified by numerical and experimental studies.

研究分野： 建築構造力学
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１．研究開始当初の背景	
	 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平
洋沖地震においては，仙台沖を震源地とする
長周期地震動により，東北地方に存在する免
震建物の免震装置や周辺地盤とのエキスパ
ンションジョイント部分に，少なくない被害
が生じた[1]．また，首都圏や関西圏にある
超高層建物には，長時間の振動が発生し，主
たる構造部材への被害は報告されていない
ものの，非構造部材やエレベータ等の設備機
器への被害が生じ，一部の建物は地震後暫く
の間は使用ができない状態となった[1]．	
	 このように，一般には高い耐震性を有して
いるとされている免震建物や超高層建物に，
長周期に大きな成分を持ち，かつ，地震動の
継続時間も長時間に及ぶような長周期長時
間地震動が作用した場合，主たる構造部材に
は大きな損傷が生じなくとも，非構造部材や
設備機器の損傷や，それにともなって建物が
使用不能となることによる，大きな経済的損
失が生じる可能性があることは，以前からも
指摘がされていたものの[2]，この地震によ
りあらためて脚光を浴びることとなった．	
	 免震建物や超高層建物は，災害時に復旧の
拠点となることを想定された建物も多く，大
地震時に構造部材に損傷がないだけではな
く，大地震後に直ちに建物として使用可能と
なることが期待されている．しかしながら，
現状の耐震設計基準は，「極めて稀に発生す
る地震に対しても，建物が倒壊しないこと」
を設計目標としており，免震建物や超高層建
物であっても，経済的な観点から，この設計
目標を大幅に上回るような高い目標が設定
されることは極めて少ない．	
	 上記のような観点から，既存の免震建物や
超高層建物に「大地震後にも直ちに建物とし
て使用可能な極めて高い耐震性能」を，現実
的な技術とコストと付与できる「既存高性能
建物の耐震性能向上法」の開発が強く求めら
れている．しかしながら，もともと一般の建
物に比較して高い性能を有する免震建物や
超高層建物の高性能化は，一般的な建物の耐
震補強に比べて困難である．このため，既往
の制震（制振）技術や免震技術を複合的に組
み合わせた，新しい高性能化技術の開発が必
要となる．	
	
２．研究の目的	
	 本研究の目的は，以下に示すとおりである．	
(1)免震層に設置する制震ダンパーと，免震
層以外の一般層に設置する制震ダンパーの
複合的効果により，免震層に生じる最大層間
変位と，一般層に生じる最大層間変位および
最大絶対加速度を，免震層にのみ制震ダンパ
ーを設置した通常の免震工法に比べて大幅
に抑制できる「複合制震ダンパーを用いた免
震構造」（図 1 右）ならびに，その構造設計
法を提案すること．	
(2)基礎免震建物の一般層の一つの層を新た
にもう一つの免震層とし，複数の免震層に変

形を分散させることによって長周期地震動
に対する免震層の過大な変形を抑制するこ
とが可能な「多段免震構造」（図 2 右）を提
案し，その基本特性を明らかにするとともに，
二つの免震層の設計法（既存免震建物の場合
には，既存免震層の剛性ならびに減衰の必要
増加量の決定法）を提案すること．	
(3)提案した複合制震ダンパーを用いた免震
構造や多段免震構造に長周期地震動が作用
した場合の挙動を振動実験により明らかに
するため，実質量の数十倍の仮想質量を慣性
接続要素により供試体に与え，一般的な実験
装置では実現困難な長周期での振動実験を
可能とした「慣性接続要素を用いた仮想質量
機構付き振動実験システム」を提案すること．	

	
図 1	 複合制震ダンパーを用いた免震構造（右）	
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図 2	 基礎免震構造（左）と多段免震構造（右）	

	
３．研究の方法	
	 本研究で免震構造の高性能化のために提
案する 2 つの構造システム「複合制震ダンパ
ーを用いた免震構造」および「多段免震構造」
の基本的特性を明らかにし，その設計法を構
築するために，以下の方法を組み合わせた研
究を実施した．	
(1)単純モデルを用いた理論的検討：	
	 免震構造建物は，免震層と一般層（非免震
層）の剛性や減衰に大きな差があるため，一
般層を剛体に置き換えた単純モデルによっ
て，免震層に生じる地震時最大層間変位や，
一般層に生じる地震時最大加速度を近似的
に評価可能であることが知られている．本研
究でもこのことを利用して，比較のための基
本構造となる基礎免震構造，および，複合制
震ダンパーを用いた免震構造を 1自由度モデ
ルに，多段免震構造を 2 自由度モデルとした
単純モデルにそれぞれ置き換え（図 3），実固
有値解析を用いた固有振動特性の数式表示，
ならびに，複素固有値解析を用いた固有振動
特性の定量的評価を行い，複合制震ダンパー



 

 

を用いた免震構造と多段免震構造の基本的
振動特性の解明を行った．	
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図 3	 理論的検討に用いる単純モデル	

（左：基礎免震構造，右：多段免震構造）	

(2)応答スペクトル法と時刻歴応答解析によ
る地震時最大応答の定量的評価と，逆問題型
定式化に基づく設計公式の提示：	
	 上記(1)で検討を加えた単純モデルは，本
研究で提案する新しい免震構造の基本的な
動特性を理論的に明らかにするには大変有
効である．しかしながら，このような単純モ
デルは，地震時応答における高次モードの効
果や，ダンパーや免震装置の非線形化の効果，
ダンパーの偏在による非比例減衰の効果が
直接的には評価できないという欠点もある．
そこで，非比例減衰の効果を高い精度で考慮
できる応答スペクトル法と，高次モードやダ
ンパー・免震装置非線形化の効果を考慮でき
る時刻歴応答解析を用いて，提案する免震構
造の地震時応答の定量的評価を行い，(1)で
得られた成果と比較することにより，単純モ
デルでは考慮できない種々の効果による影
響を明らかにする．	
	 さらに，「地震時最大応答が指定した値に
一致するような，構造物の剛性や減衰を直接
的に見出す」という逆問題型定式化に基づい
て，複合制震ダンパーを用いた免震構造に設
置するダンパー量や，多段免震構造の 2 つの
免震層に設置する免震装置とダンパーの特
性に対する設計公式を提示する．	
(3)提案する免震構造およびダンパーに対す
る動的載荷実験ならびに振動台実験：	
	 これまでにないような新しい考え方に基
づく免震構造や制震構造では，理論的方法に
よる性能の検証では不十分な場合がある．そ
こで本研究でも，提案する免震構造や，そこ
に設置するダンパーに対する動的載荷実験
ならびに振動台実験を実施して，免震構造に
対する応答評価法の妥当性を検証するとと
もに，理論的・数値的検討では顕在化するこ
とがなかった課題の洗い出しと，問題点克服
のための検討を実施する．	
	
４．研究成果	
	 本研究による研究成果を，項目に分けて以
下に示す．また，最後に今後の展望を示す．	
(1)複合制震ダンパーを用いた免震構造の提案：	
	 ①一般層（非免震層）に粘性系のダンパー
あるいは履歴系のダンパーを設置し，免震層
には通常の基礎免震構造に比べて容量の大
きなオイルダンパーを設置することにより，
地震時に免震層に生じる最大層間変位と，一
般層に生じる最大加速度を，一般的な基礎免
震構造よりも大幅に低減可能な「複合制震ダ

ンパーを用いた免震構造」について，免震層お
よび一般層へのダンパー設置に伴う固有周期
および減衰定数の変化の一般的傾向を明らか
にした（図 4）．また，ダンパーの増設による
地震時応答の変化と，上記の固有周期および減
衰定数の変化の関係にもとづいて，建物に対す
る要求性能に応じた，複合制震ダンパーを用い
た免震構造に対する設計フローチャートを作
成した（図 5）．	
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図 4	 免震構造へのダンパー設置による	

減衰定数の変化	

	
図 5	 免震制震ハイブリッド構造の	

設計フローチャート	

②建物の用途などの問題から，一般層に制震
ダンパーの設置が困難な場合に，一般の免震
構造と同等の免震効果（＝加速度低減効果）
を確保しつつ，長周期地震動に対する免震層
の最大層間変位を抑制するための新しい免
震構造として，地下階に大質量 TMD を設置し
た免震制震ハイブリッド構造を提案した（図
6）．TMD の変位を抑制するために，TMD と免
震層床面をつなぐためのダンパーとして，慣
性質量ダンパーを導入した．さらに，慣性質
量ダンパーによる過大な反力を抑制するた
めに，慣性質量ダンパーの取り付け部には応
力制限機構を組み込んだ．一般的な免震構造
と比較して，大質量 TMD の設置によって，一
般層に生じる加速度応答と，免震層に生じる
層間変位を大幅に低減できることを示した
（図 7）．さらに，提案した免震制震ハイブリ
ッド構造に組み込む慣性質量ダンパーの効
果を確認するために，小型模型を用いた振動
台実験を実施した．実験の結果，慣性質量ダ
ンパーの設置により，免震効果を保持しなが
ら TMD の変位を抑制できることを確認した．	



 

 

	
図 6	 地下階に大質量 TMD を設置した	

免震制震ハイブリッド構造	

	
図 7	 模擬長周期地震動に対する免震制震	

ハイブリッド構造と他の構造の応答比較	

(2)多段免震構造の提案，ならびに，既存免
震建物の多段免震化による耐震性能向上法
の提案：	
①多段免震構造を 2自由度モデルに単純化し，
固有周期や減衰定数の解析解を導出するこ
とにより，基礎免震構造と多段免震構造の基
本的振動特性の違いを明らかにした．	
②一般層にも自由度を設けた多自由度モデ
ルに対する時刻歴応答解析により，基礎免震
構造と多段免震構造の地震時応答の違いに
ついて以下の点を明らかにした（図 8）．	
・基礎免震建物と同じ 1 次固有周期と減衰定
数をもつ多段免震建物においては，基礎免震
層の地震時最大層間変位の比は，基礎免震層
の層間変位に対応する 1次刺激関数の比に比
例する．この結果，中間免震層を建物の中央
層付近に設置した場合，基礎免震層の地震時
最大層間変位を，基礎免震構造物の約 60%に
低減することができる．ただし，地震動の卓
越周期と多段免震構造物の 2次固有周期が近
接する場合，応答低減効果はこの値よりも低
下する．	
・上記のような多段免震建物における一般層
の地震時最大層間変位分布は，基礎免震建物
での分布とほぼ相似形状である．	

・地震時最大絶対加速度においては，多段免
震化により，一般的，あるいは，パルス性の
高い地震動では中間免震層よりも下層で，長
周期地震動では中間免震層よりも上層で，加
速度の増大が生じる．	

	
図 8	 基礎免震建物の多段免震化による	

地震時最大応答の変化の一般的傾向	

③前記の②で明らかになったように，多段免
震化により一部の層で応答加速度の増大が
みられる．このことを抑制し，基礎免震構造
と同等あるいはそれ以下の応答加速度とす
るためには，中間免震層にオイルダンパーを
増設することが有効であることを明らかに
した（図 9）．また，中間免震層へのダンパー
の増設は，基礎免震層の地震時最大層間変位
にはほとんど影響を与えないものの，超高層
免震建物（図中の N=40 のケース）では，有
意な影響を与える場合があることを示した
（図 10）．	

＊1 京都大学大学院工学研究科建築学専攻 Dept of Architecture and Arch. Eng., Kyoto Univ. 

震時最大絶対加速度では、多くの場合、パルス性
地震動（JMA-Kobe）が卓越し、両免震層の最大層間
変位では長周期地震動（Tomakomai，Shinjuku）が
卓越することが観察される。そこで図 5 に、
JMA-Kobe 波に対する建物頂部での最大絶対加速度
aNmaxおよび中間免震層直下の層での最大絶対加速
度 aII−1maxと cII CBFの関係を、図 6 に Tomakomai
波に対する基礎免震層の最大層間変位δBmaxおよび
中間免震層の最大層間変位δIImaxと cII CBFの関係を
示す。なお図中には、基礎免震建物における各地震
波に対する建物頂部の最大絶対加速度 ANmaxと基礎
免震層の最大層間変位∆Bmaxを点線で示す。 
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図 5 より、中間免震層への粘性系ダンパーの設置
により、JMA-Kobe 波に対し、中間免震層直下の層
の最大絶対加速度 aII−1maxは顕著に減少し、建物頂部
の最大絶対加速度 aNmaxは cIIの増加とともに減少し
一定値に収束する場合（N=10）と、cIIの増加ととも
にわずかに減少し、その後増幅に転ずる場合（N=20，
40）があることがわかる。いずれも cIIがある値を以
上で aNmaxと aII−1maxの両者が ANmaxを下回る。また
aII−1maxが最小またはほぼ停留点となる cIIと、図 4に
示した弾性時減衰定数 h 1( )、 h 2( )を最大化する cIIはほ
ぼ対応している。以上より多段免震化により、中間
免震層より下部の層の加速度の増幅が問題となる建
物では、弾性時 1 次または 2 次モードの減衰定数を

最大化する量を限度とし、中間免震層に粘性系ダン
パーを設置することで、全層で基礎免震建物よりも
地震時最大絶対加速度を低減できると言える。 
多段免震構造の中間免震層への粘性ダンパー付加

による、全層での地震時最大絶対加速度の低減につ
いては、次の二つの理由が考えられる。一つは 2 次
と 4 次の複素刺激関数の絶対値が粘性ダンパー付加
により大きく低減することである。もう一つは低次
の減衰定数が大幅に増加することによる、加速度応
答スペクトルの大幅な低減によるものである。 
図 6 より、中間免震層への粘性系ダンパーの設置

により、Tomakomai波での中間免震層の最大層間変
位δIImaxは cIIの増加と共に単調減少し、基礎免震層
の最大層間変位δBmaxはあまり影響を受けない場合
（N=10，20）と、cIIの増加とともにδBmaxは増加し、
∆Bmaxに漸近する場合（N=40）があることがわかる。
前者は基礎免震建物の基礎免震層の最大層間変位
∆Bmaxとほぼ同等の大きさである。なお、中間免震層
の剛性を(1)式より小さくして多段免震化を行った場
合には、N=40のモデルと同様の傾向を得た。 

5.結論
既存基礎免震建物の多段免震化について、以下の

点を明らかにした。 
(1)上部構造の最大絶対加速度の抑制を目的として多
段免震化する場合には、中間免震層に粘性系ダン
パーを設置することが望ましい。ただしその減衰
係数の大きさは、免震層が弾性時の 1 次または 2
次の減衰定数が最大となるような減衰係数を上限
とする。 

(2)多段免震構造の中間免震層に粘性ダンパーを付加
することで上部構造の最大絶対加速度の抑制がな
されるのは、刺激関数の低減と減衰定数の大幅な
増加によるものである。 

参考文献 1)辻聖晃，辻千佳，片岡奈々美(2014)：複数の
免震層を有する多段免震構造の地震応答特性，学会構造
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図 10	 中間免震層へのダンパー付加に伴う	

基礎免震層の地震時最大層間変位の変化	

④多段免震構造と基礎免震構造の応答特性
の違いを確認するために，小型模型を用いた
振動台実験を実施した（図 11）．実験の結果，
多段免震化により，伝達関数のピークが長周



 

 

期側に移動するとともに，免震層における減
衰効果によって伝達関数のピーク値にも多
段免震化による減少効果が確認できた（図
12）．	

3層基礎免震構造
（基礎免震層＋非
免震層×２）

4層多段免震構造
（基礎免震層＋中間免震
層＋非免震層×２）

剛板で固定

基礎免震層

中間免震層

非免震層

非免震層

	
図 11	 基礎免震構造と多段免震構造の	

耐震性能を比較するための実験供試体	

 

	
図 12	 基礎免震構造と多段免震構造の	

伝達関数の比較（実験による結果）	

(3)慣性接続要素を用いた仮想質量機構付き
振動実験システムの提案：	
	 実質量 1[t]，仮想質量が 68[t]の慣性接続
要素を，ダンパーの性能確認実験用の吊りフ
レームに設置することで，吊りフレームの剛
性を変更することなく，固有周期を 0.4[s]
から 3[s]に伸長できることを実証した．さら
に，この吊りフレームを用いて，高硬度ゴム
を用いた制震ダンパーの自由振動実験を実
施し，免震建物や超高層建物のような長周期
の建物に対しても，高硬度ゴムを用いた制震
ダンパーが振動の早期減衰に効果的である
ことを実証した．	
(4)今後の展望	
	 本研究で提案した，複合制震ダンパーを用
いた免震構造および多段免震構造は，まだ提
案の段階に留まっており，実建物への適用に
は，コスト評価や地震後の回復性の評価など，
既往の技術に対する優位性を実証する必要
がある．モデル建物に対する試設計や，企業
との共同研究を通じ，研究成果の社会還元に
向けて努力を続けたい．	
	

	
図 13	 慣性接続要素を用いた	

仮想質量機構付き振動実験システム	
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図 14	 仮想質量機構付き振動実験システム	

の自由振動波形	
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